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他方，米国では 2009 年 7 月 1 日以降，会計基準のコード化（Accounting Standards 
Codiﬁcation, ASC）が適用されている。これは米国における過去 70 年の間に公表された














米国において，一般に認められた会計原則（General Accepted Accounting Principle, 
GAAP）として当該制度にかかる会計基準が公表されたのは，1948 年の会計研究広
報（Accounting Research Bulletin, ARB）第 36 号「年金制度－過去勤務に基づく年
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金費用会計」（ARB36，“Pension Plans: Accounting for Annuity Costs Based on Past 
Services”）が最初である 2。ARB は，アメリカ会計士協会（American Institute of 
Accountants, AIA）による公表物であり，AIA はその後 1953 年の会計研究広報第 43
号「会計研究広報の再表明と改訂」（ARB43, “Restatement and Revision of Accounting 
Research Bulletins”）にて従前の公表物を取りまとめ，1956 年に会計研究広報第 47 号「年





AIA は，その後，アメリカ公認会計士協会（American Institute of Certiﬁed Public 
Accountants, AICPA） と 改 組 さ れ，ARB に 代 わ る 会 計 原 則 審 議 会（Accounting 
Principle Board, APB）による会計原則審議会意見書（Accounting Principle Board 
Opinion, APBO）が公表されていくこととなった。当該制度にかかる APBO は 1966 年に











1973 年には会計基準設定主体が財務会計基準審議会（Financial Accounting Standard 
Board, FASB）に変わり，当該状況を受けて APBO8 の見直しを求める声が大きくなった。
そのため FASB は，財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standard, 
SFAS）第 35 号「確定給付型年金制度にかかる会計と報告」（SFAS35, “Accounting 
and Reporting by Deﬁned Beneﬁt Pension Plans”）および第 36 号「年金情報の開示
－ APBO8 の修正」（SFAS36, “Disclosure of Pension Information—an amendment of 

















1985 年に財務報告基準書第 87 号（SFAS87, “Employers' Accounting for Pensions”）
および同第 88 号「確定給付型年金制度の清算・縮小及び雇用終了にかかる事業主の会
計 」（SFAS88, “Employers' Accounting for Settlements and Curtailments of Deﬁned 
Beneﬁt Pension Plans and for Termination Beneﬁts”）に置き換えられ失効するが，
SFAS35 は依然として会計基準としての効力を有する。
ERISA はその後の 2006 年に成立した年金保護法（Pension Protection Act of 2006, 
PPA）にて大改革されるが，その背景には企業年金制度の財政悪化にともなって，確
定給付型年金制度の財政運営の厳格化および開示の充実，年金給付保証公社（Pension 
Beneﬁt Guaranty Corporation, PBGC）の財政立て直し，キャッシュバランス制度の法
的立場の明確化等が改めて求められた格好である。当該 PPA は，2006 年に公表された
SFAS87 の改訂にあたる財務会計基準書第 158 号「確定給付型年金制度およびその他の退
職後給付制度にかかる事業主の会計」（SFAS158, “Employer's Accounting for Deﬁned 

















立した機関（independent third party trustee）であり，当該 DC に対する年金基金の責






















かかる財務諸表の会計基準を SFAS35 として，その後の SFAS87 における当該 DB の財


























































































































































いて比較的容易に評価可能な場合がある。測定日および利払日が同じ場合には Table 3 の
計算に基づいて当該現在価値が算定可能である。
Table 3 について，FV とは利払日における抵当権あるいは債券の公正価値のことである。
PP は定期利払金額，PA は利払期間における実効利率を用いた場合の期末時点における




















= Fair value on valuation date
= Discount amortization from last interest payment date to date of valuation.
= Premium amortization from last interest payment date to date of valuation
= Fair value of mortgage or debt security on interest payment date
= Amount of periodic interest payment
= Present value factor for an ordinary annuity using the effective interest rate per interest payment period
= Maturity value of the mortgage or security




Example 1 によれば A 社では当該債券には市場性がないため，将来キャッシュフロー
の割引現在価値を算定することによって公正価値を測定することとした。ここではまず
20X0 年 10 月 1 日（利払日）における公正価値を計算することとなる。その際，利払期間
ごとの実効利率が計算上必要となる。また，この例によれば年間の実効利率が 12％であり，
利払日は半年ごとに到来することとなっている。また，20X0 年 10 月 1 日から償還日まで
10 年間であることから，利払日は半年ごとに計 20 回到来することとなる。すなわち，こ
の計算式に適用される利息係数は，20 期間に対して 6％の利率に基づくものとなる。
そのため，算定金額である $442,648 は，直近の利払日である 20X0 年 10 月 1 日時点に
おける当該債券の公正価値である。また当該金額は，企業年金にかかる財務諸表の測定
日である 20X0 年 12 月 31 日時点の公正価値を測定するために調整されることとなる。そ
してこの調整については以下に示されるように調整される。当該調整額である $780 は，















































産の残余価値であり，P はリース契約に含まれるリスクの代表的な利率の $1 あたりの現
価係数である。
この算定式にしたがって，将来キャッシュフローの割引価値を用いてリース資産の価値
を計算すると Example 2 のようになる。
Table 4 䝸䞊䝇㈨⏘ホ౯䛻䛛䛛䜛ィ⟬






= Fair value of the leased property at rental payment date
= Periodic rental payment received
= Present value factor for an annuity using the interest rate representative of the risk involved in the lease
= Residual value of the leased asset
























12% について 5 年間について考慮する。将来キャッシュ支払額の公正価値計算について
は以下のように算定される。
将来リース支払料の現在価値は $360,478 であり，見積残余価値の現在価値は $28,372
である。リース使用料については 5 年間にわたって年払いであることから，当該残余価値
については残余期間 5 年終了時点の合計金額である。したがって，リース契約にもとづく



















































































































































































































































































































きである。仮にこうした方法を採用できない場合には，SFAS35 のパラグラフ 17 に示す




の仮定に基づいて計算される。FASB は，SFAS35 のパラグラフ 20 において，累積給付





























































































Example 6 は，FAS35 で例示されている累積給付額の変動に関するステートメントと
同様である。また Example 6 で開示しきれない情報については，注記事項として開示す
ることとなる。


































































































1 たとえば，Gersovitz, M., “Economic Consequences of Unfunded Vested Pension Beneﬁts”, NBER 
Working Paper No. 480 , May 1980 および Feldstein, M., and S. Seligman, “Pension Funding, Share 
Prices, and National Saving”, NBER Working Paper No. 509 , July 1980 などを参照されたい。
2 それ以前の当該会計実務については，税務会計の影響下にあり，また多様な会計実務が存在した。詳
しくは拙稿「米国年金会計の黎明期」札幌大学経済・経営学会『経済と経営』 第 40 巻第 1 号，2009
年 10 月，および「20 世紀中葉における米国年金会計実務の多様性」札幌大学附属総合研究所『札幌










5 な お， 以 降 の 事 例 に つ い て は，Jarnagin, B. D., “2008 U.S. Master GAAP Guide,” CCH, 2007, 
pp.820-837 に拠っている。
6 Codiﬁcation 以降では，ASC715-20 に該当。
7 ここで財務会計と貨幣の時間価値について確認しておこう。Kieso, D. E., J. J. Weygandt and T. D. 













































8 Codiﬁcation 以降では，ASC325-10, 450-10, and 944
